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規程第  ７７  号 

 

    第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、奈良先端科学技術大学院大学附属図書館（以下「附属図

書館」という。）に所蔵する資料の収集及び管理に関する基準を定め、資料の

適切な管理を行い、教育研究活動の発展に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「収集」とは、資料の選択、発注、検収、受贈等に

よる資料の調達をいう。 

２ この規程において「管理」とは、資料の登録、整理、保管、蔵書点検、不

用の決定及び処分をいう。 

 

（資料の収集及び管理責任者） 

第３条 資料の収集及び管理の責任者は、附属図書館長とする。 

 

（資料の範囲） 

第４条 この規程において資料とは、附属図書館が組織として管理する教育研

究の用に供される備品及び消耗品をいう。 

２ この規程において備品とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

 ただし、教育研究上一時的な意義しか有さない資料は、この限りでない。 

（１）研究用図書 

（２）学術雑誌 

（３）電子化資料 

（４）その他（図表、地図等） 

３ この規程において消耗品とは、前項で規定した備品以外の資料をいう。 

 

（固定資産計上基準） 

第５条 資料の固定資産計上基準は、次の各号のとおり定める。 

（１）備品は、固定資産として計上する。 

（２）消耗品は、固定資産として計上しない。 

 

（取得価額） 

第６条 購入した資料については、購入価額を取得価額とする。 

２ 受贈による資料については、価額のあるものは、その価額を、価額のない

ものは、取得のために通常要する見積り価額を、見積りが困難な場合には備



忘価額を、取得価額とする。 

３ 合冊製本した資料については、製本価額を取得価額とする。 

４ 附属図書館が製作したものについては、その製作価額を取得価額とする。 

 

 

第２章 収集 

（資料の選択） 

第７条 資料の選択は、収集方針に基づき行う。ただし、購入決定にあたって

は、全学の収集方針に基づき、予算及び蔵書構成を考慮して行う。 

 

（発注） 

第８条 資料の発注は、事業推進部学術情報課（以下「学術情報課」という。）

を通して行う。 

 

（検収） 

第９条 資料の検収は、学術情報課で行う。 

 

（受贈） 

第１０条 資料の受贈については、別に定める。 

 

 

第３章 管理 

（登録） 

第１１条 収集した資料は、コンピュータのハードディスクに必要な情報を登

録する。 

２ 年度毎に固定資産台帳（図書）を作成する。 

 

（整理） 

第１２条 前条により登録した資料は、学術情報課において、所定の方式によ

り整理する。 

 

（保管） 

第１３条 整理済みの資料は、所定の場所に保管する。ただし、貸出中の資料

については、利用者が管理の責任を負う。 

 

（蔵書点検） 

第１４条 資料の現物照合は、定期的に行う。 

 

（不用の決定） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当するものは、不用の決定をすることがで



きる。 

（１）長期にわたる頻繁な使用等により汚損若しくは破損がはなはだしく、補

修が不可能又は補修費用が当該資料の取得等に要する費用より高価である

と認めるとき。 

（２）資料の内容が逐次改訂又は改版等により利用価値を失い、かつ、保存の

必要がないと認めるとき。 

（３）短期間の利用を目的として取得された資料で、時日の経過によって利用

価値を失い、かつ、保存の必要がないと認めるとき。 

（４）保存期間が設定されていて、その期間を過ぎた資料 

（５）受入後相当期間経過した資料で、保存を要する正本を除き重複した資料

（６）他の形態で利用することが適当と判断できる資料 

（７）紛失後２年以上経過した資料 

（８）その他管理責任者が適当と認めた資料 

 

（処分） 

第１６条 前条により不用と決定した資料は、管理責任者の決裁を得て、登録

を抹消し、売却、寄贈又は廃棄処分を行う。 

 

 

   附 則 

 この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 
 この規程は、平成１８年１１月１５日から施行し、平成１８年４月１日から

適用する。 
附 則 

 この規程は、平成１９年７月２６日から施行し、平成１９年４月１日から適

用する。 
   附 則 

 この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 


